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2014年人事委員会支部代交渉
初任給・若年者の大幅引上げ勧告
高齢層の公平な公民比較を求める
地方公務員には賃金引下げだけの、「給与の総合的見直し」は、勧告すべきでない！

　県労連は9月9日、県人事委員会支部代交渉を行い、「2014年勧告期の要求書」（裏面）を提出しました。

　人事院報告は次の問題点があり、追随することなく、主体性を持った検討を行うよう求めました。
今年度賃金改定の問題点
○月例給

・初任給・若年者は、神奈川では民間より6千円以上低いにもかかわらず、2千円しか改善されない。

・中堅層でもわずか1千円程度の改定のみ。

・高齢層については、全く改善されない。

○一時金

・引上げ分0.15月の全てを「勤勉手当」に振り分け、職員間の格差がさらに拡大する。

「給与の総合的見直し」の問題点
○制度
・国は給料表を引き下げる一方、地域手当の引き上げのほか、地方公務員にはない「広域異動手当」や「本府省手当」を増額するなど、配分の変更であり、国家公務員の賃金総額には変更ない。

・一方、地方公務員は給料表引下げと一部地域手当の引き上げのみで、全体として賃金引き下げとなる。

○月例給

・初任給・若年者は改善なく据え置き。

・中堅層で平均2％、約7千円の引下げ。

・高齢層については、最大5級で3％、約1万2千円、6級で4％、約1万7千円の引下げ。
国家公務員行政職（一）俸給表

	区分
	現行／百円
	2014年4月～2015年3月
	2015年4月～

	
	
	月額／百円
	改定額／百円
	改定率／％
	月額／百円
	改定額／百円
	改定率／％

	1級29号
	1,788
	1,808
	20
	1.1
	1,808
	0
	0.0

	4級65号
	3,709
	3,719
	10
	0.3
	3,646
	-73
	-2.0

	5級85号
	4,006
	4,006
	0
	0.0
	3,887
	-119
	-3.0

	6級77号
	4,226
	4,226
	0
	0.0
	4,059
	-167
	-4.0


2014年９月９日
神奈川県人事委員会
委員長　 高 井　佳江子　様
神奈川県職員労働組合連合協議会
議 長　　芹　沢　 秀　行
２０１４年勧告期の要求書
県職員の賃金・労働条件の改善に向けたご努力に敬意を表します。
本県では、2年間にわたる「緊急財政対策」に伴う給与削減が行われ、私たち県職員は給与決定原則の根幹が揺るがされる、極めて深刻な状況の最中にあるといえます。
人事委員会として、その使命と責任の下に、このような不当な事態が終了するよう、毅然とした姿勢を県に対し示すよう強く求めます。
人事委員会勧告・報告の制度は、労働基本権制約の代償措置として県関係職員の賃金・労働条件を決定する上ではもちろんですが、県内企業に働く労働者の諸水準に与える影響も極めて大きいものがあります。
人事院は８月７日に月例給、一時金のいずれについても引き上げの勧告をしました。
一方で2015年４月より俸給表を２％、高年齢層が多く在職する号俸について最大４％引き下げ、その引き下げにより生じる原資を地域手当やその他手当に配分するとした給与制度の総合的見直しの勧告・報告もしました。
人事院が給与制度の総合的な見直しについて、労働側と十分な議論を尽くさないまま勧告に踏み切ったものは、到底容認できるものではありません。
今回の見直しは、全国単位での官民比較を行う国家公務員内部の給与配分の変更であり、この間それぞれの地域ごとに官民給与比較に基づく勧告、給与決定を行ってきた地方公務員給与に対する制度の導入には問題があります。
人事委員会は、国と県では様々な条件が異なっていることを踏まえ、人事院報告に追随した作業を進めることなく、公共サービスの担い手である県職員の適正な処遇の確保に向け、主体性を持った検討が求められています。
勧告・報告に向けては、下記事項の実現に向けて最大限の努力をされるよう要求します。
１．2014年度の給与勧告について
（１）公平・公正な公民比較に基づき月例給の給与水準を改善すること。
（２）本年４月の公民較差がプラスとなる場合は、現行給料表を基礎として全年齢層を対象に配分すること。
（３）一時金の支給月数を4.1月分以上に引上げること。引上げ分は期末手当に配分すること
（４）人事院による給与制度の総合的見直し勧告・報告は、国家公務員内部の給与配分の変更であることから、人事委員会においては勧告しないこと。
（５）すべての在職者が定年まで昇給が可能となるよう、号給を延長すること。
（６）教職員賃金の課題にあたっては、水準の維持・向上となるよう対応を図ること。
（７）公務職場への人材確保の視点から、初任給の大幅な改善を図ること。
２．労働時間短縮、休暇、休業制度の改善について
（１）総労働時間の短縮に向けて、是正勧告をはじめとした実効ある超過勤務縮減策を提言すること。
（２）各種休暇制度を新設・拡充し、総合的な休業制度を確立すること。特に、ボランティア休暇の取得要件の緩和、休暇制度の拡充を図ること。
３．男女平等の公務職場の実現及び両立支援策の拡充について
（１）「子育てを支え合う職員行動計画」の確実な実施に向けて指導を行うこと。
（２）育児休業制度における男性の取得率向上に向けた具体的な促進策を提言すること。
（３）育児・介護を行う職員の両立支援策等の拡充を提言すること。
（４）女性職員採用・登用の拡大について、積極的な取り組みを行うこと
４．臨時的任用職員・非常勤職員等の処遇改善について
（１）臨時的任用職員・非常勤職員等の処遇については、均等処遇の原則に基づき抜本的に改善すること。
（２）県に雇用される労働者の最低賃金を、行政職(一)表の高卒初任給並に引き上げること。
（３）臨時・非常勤職員の療養休暇を有給化すること。また、再任用職員についても拡充すること
５．その他
（１）65歳までの段階的定年延長を基本に、新たな高齢者雇用施策について、雇用と年金の確実な接続に向けた意見の申し出を行うこと。当面、無年金期間が生じる再任用職員の賃金水準については、全ての県職員において、退職時の給与水準を踏まえたものとなるよう改善を図ること。
（２）委員会勧告については、極力早期に行うこと。
（３）賃金・退職手当・休暇等の諸権利について、労使交渉を制約することの無いよう留意すること。
2014人事委員会支部代交渉での自治労県職労代表者の発言

・人事院勧告でもプラス較差が出ており、神奈川においては、昨年のプラス較差分を含めて、当然引き上げとなるはずです。民間賃金との較差をきちんと正確に勧告してください。
・特に初任給は、昨年の県人事委員会の報告の中でも、民間との差が６千円以上でした。初任給、若年者賃金の大幅改善を勧告すべきです。
・また、公務の高齢者賃金が民間賃金より高いとの指摘がありますが、公務と民間の人事管理を無視して、金額のみで比較することは公平・公正な態度ではありません。比較するのであれば、同年齢の同一職位について比較すべきです。
・人事院勧告の「給与の総合的見直し」は国の制度変更であり、国家公務員内での賃金の配分変更で、地方には無縁な制度です。
・これを導入することは、地方公務員の賃金引下げ以外のなにものでもありません。民間賃金の高い神奈川においては、給料表を引き下げる大義はありません。
・総務省の有識者検討会は、国の給与制度の総合的見直しに伴い、自治体も給料表を引き下げる必要があるとする中間報告をまとめましたが、これは人事委員会制度をないがしろにするものです。このような国の不当な圧力に屈することのないよう要請します。
・地域手当の全県一律支給については、総務省などが異議を唱えていますが、全県異動が可能な神奈川においては、人事異動が成り立たなくなります。同じ仕事をしているにもかかわらず、勤務地によって賃金に差が生じることは到底容認できるものではありません。全県一律支給を堅持するよう要請します。
・人事委員会は、県職員の労働基本権制約の代償措置機関であり、職員の生活を守り、仕事に対するモチベーションを維持・向上させることが任務です。そのきちんと任務を自覚した勧告をされるよう要請します。
さようなら原発集会に参加を！

○日程　9月23日（火・祝）

○会場　調整中（詳細は組合事務所まで）

米空母母港反対集会にも！

○日時　9月25日（木）18時～

○会場　横須賀ヴェルニー公園

対人事委員会署名にご協力を！
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・人事院勧告でもプラス較差が出ており、神奈川においては、昨年のプラス較差分を含めて、当然引き上げとなるはずです。民間賃金との較差をきちんと正確に勧告してください。


・特に初任給は、昨年の県人事委員会の報告の中でも、民間との差が６千円以上でした。初任給、若年者賃金の大幅改善を勧告すべきです。


・また、公務の高齢者賃金が民間賃金より高いとの指摘がありますが、公務と民間の人事管理を無視して、金額のみで比較することは公平・公正な態度ではありません。比較するのであれば、同年齢の同一職位について比較すべきです。


・人事院勧告の「給与の総合的見直し」は国の制度変更であり、国家公務員内での賃金の配分変更で、地方には無縁な制度です。


・これを導入することは、地方公務員の賃金引下げ以外のなにものでもありません。民間賃金の高い神奈川においては、給料表を引き下げる大義はありません。


・総務省の有識者検討会は、国の給与制度の総合的見直しに伴い、自治体も給料表を引き下げる必要があるとする中間報告をまとめましたが、これは人事委員会制度をないがしろにするものです。このような国の不当な圧力に屈することのないよう要請します。


・地域手当の全県一律支給については、総務省などが異議を唱えていますが、全県異動が可能な神奈川においては、人事異動が成り立たなくなります。同じ仕事をしているにもかかわらず、勤務地によって賃金に差が生じることは到底容認できるものではありません。全県一律支給を堅持するよう要請します。


・人事委員会は、県職員の労働基本権制約の代償措置機関であり、職員の生活を守り、仕事に対するモチベーションを維持・向上させることが任務です。そのきちんと任務を自覚した勧告をされるよう要請します。














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































